予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産研究費
	事業名　　家畜人工授精事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　畜産研究所　電話番号：0577-68-2226
　　　　　　　　　E-mail：c24509@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　6,036千円（前年度予算額：4,777千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,777
	0
	0
	0
	4,518
	0
	259
	0
	0

	要求額
	6,036
	0
	0
	0
	5,642
	0
	394
	0
	0

	決定額
	6,036
	0
	0
	0
	5,642
	0
	394
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・養豚農家の経営安定を図るため、優良種雄豚の人工授精用精液を生産し、希望する養豚農家に譲渡する。

実施期間　H19～
（２）事業内容

・豚人工授精精液の生産、譲渡に必要な経費　6,036千円
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	消耗品費
	2,516
	人工授精用の消耗品等

	飼料費
	1,028
	種雄豚用の飼料

	役務費
	486
	登録関係等各種手数料

	原材料費
	630
	精液希釈液

	その他
	1,376
	人工授精用機器の購入及び修繕

	合計
	6,036
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・県内養豚農家に、優良な種雄豚の人工授精用精液を供給し、安全でおいしい県内産豚肉の安定供給を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	精液譲渡本数
	（H  ）
	3,829
（H24）
	3,623
（H25）
	4,713
（H26）
	5,200
（H32）
	91％



○指標を設定することができない場合の理由
	－



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

ユーザーの養豚農家に対して人工授精精液の取扱方法など利用拡大に係

　る研修会や個別指導を随時実施している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　県内養豚農家10戸（県内農家の29％）に、ボーノブラウン3,532本、
アイリスナガラ1,175本、ナガラヨーク6本の人工授精用精液を譲渡し、
優良な肉豚生産等に利用された。


	２　事業の評価と課題

	（事業の評価）

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　肉豚生産用の止め雄であるデュロック種を生体で繋養し、自然交配によって肉豚を生産することは、経営者の高年齢化や飼料コスト高から今後減少し、人工授精用精液の利用が拡大していくものと推察される。

よって、県内養豚業の生産基盤を安定的に支援するためには、家畜人工授精事業を更に拡大していく必要性がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　近年の譲渡本数は、3,000本～4,700本と幅があるものの、安定的に譲渡されている。平成20年度の譲渡本数は、2,152本であったことから、事業が順調に浸透していることが伺える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　ブタ精子数測定装置等の導入により、迅速に正確な人工授精用精液の製造が行える体制が整いつつある。

　また、精液採取を毎週月曜日と金曜日に集中し、人的負担の軽減をするなど効率化を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
今後、更に人工授精事業によって県内養豚農家の生産基盤支援を拡大するためには、精液採取を行う種雄豚の増頭に伴う、検定豚舎および成績処理室の新規増設が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　供給本数が増加していることから、県民ニーズはある。県内養豚農家の経営改善のために、農家に対して人工授精用精液の取扱方法など利用拡大に係る研修会や個別指導を随時実施し、更なる普及に努めるとともに、高品質豚肉生産のためにデュロック種を中心とした種畜の改良を推進する。


